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◆◆◆◆厳厳厳厳しいしいしいしい情勢情勢情勢情勢がががが続続続続くくくく 

厚生労働省が発表した１月の有効求人

倍率は、前月より0.06ポイント低い0.67

倍で、2003年９月以来、５年４カ月ぶり

の低水準を記録しました。また、総務省

が発表した１月の完全失業率は4.1％

で、前月より0.2ポイント改善したもの

の、依然として高い数値となっていま

す。完全失業者の数は、前年同月比21万

人増の277万人に上っています。 

世界的な金融危機と景気後退を受け、

生産・雇用情勢が一段と悪化している折

り、政府は様々な雇用対策を打ち出して

います。 

 

◆◆◆◆数値数値数値数値でみるでみるでみるでみる雇用情勢雇用情勢雇用情勢雇用情勢 

有効求人倍率とは、公共職業安定所

（ハローワーク）で職を探している人１

人につき何人分の求人があるかを示す数

値で、雇用情勢の動向が比較的早く数値

に反映されると言われています。１月に

おける数値の低下は、1992年以来の大幅

なものとなりました。 

完全失業率は、15歳以上の働く意思の

ある人のうち、まったく職についていな

い人の比率を示す数値です。１月は３カ

月ぶりに改善しましたが、これは厳しい

雇用情勢を受けて職探しを一時見合わせ

る人や、女性の短時間労働者が増えるな

どしたための形式的・一時的なものとみ

られ、雇用情勢の厳しさは変わらないと

判断されています。 
    

    

    

◆◆◆◆助成金助成金助成金助成金によるによるによるによる政府政府政府政府のののの雇用改善対策雇用改善対策雇用改善対策雇用改善対策    

政府は雇用対策の一環として、助成金

制度の新設と要件緩和・要件拡充を次々

に打ち出しています。 

例えば、新たに「若年者等正規雇用化

特別奨励金」が創設されています。これ

は、雇用改善を目指し正規雇用を支援す

るもので、「採用内定を取り消されて就

職先が未決定の学生等」または「年長フ

リーターおよび30代後半の不安定就労

者」を正規雇用する事業主が、一定期間

ごとに引き続き正規雇用する場合に、中

小企業には総額100万円、大企業には総額

50万円の奨励金を支給するものです。 

この他にも、｢雇用調整助成金」・

「中小企業緊急雇用安定助成金」、「派

遣労働者雇用安定化特別奨励金」、「離

職者住居支援給付金」、「介護未経験者

確保等助成金」、「特定求職者雇用開発

助成金」など、様々な助成金制度が創設

され、要件が緩和されています。 

 

◆◆◆◆助成金助成金助成金助成金によるによるによるによる雇用改善策雇用改善策雇用改善策雇用改善策はははは実実実実るかるかるかるか                        

 このような助成金制度による雇用対策

により、政府の目指す雇用改善はどれだ

け図られるでしょうか。その成果が有効

求人倍率や完全失業率に数値として現れ

てくるまでには、まだまだ時間がかかり

そうです。雇用情勢の悪化が今後も続く

ことが懸念されます。  

    

雇用情勢雇用情勢雇用情勢雇用情勢のののの悪化悪化悪化悪化とととと助助助助
成金制度 成金制度 成金制度 成金制度     
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プラスプラスプラスプラス改定改定改定改定となったとなったとなったとなった
介護報酬介護報酬介護報酬介護報酬とととと問題点問題点問題点問題点    

    PPPP１１１１    

国会審議中国会審議中国会審議中国会審議中のののの「「「「雇用雇用雇用雇用
保険法改正案保険法改正案保険法改正案保険法改正案」」」」のののの内内内内
容容容容    

    P2P2P2P2    

「「「「有期労働契約有期労働契約有期労働契約有期労働契約」」」」のののの
ルールルールルールルールをををを根本根本根本根本からからからから見見見見
直直直直しへしへしへしへ    

    P3P3P3P3    

希望退職制度希望退職制度希望退職制度希望退職制度をををを実施実施実施実施
するするするする場合場合場合場合のののの注意点注意点注意点注意点    

    PPPP３３３３    

４４４４月月月月からからからから発送発送発送発送がががが開始開始開始開始
されるされるされるされる「「「「ねんきんねんきんねんきんねんきん定定定定
期便期便期便期便」」」」    
 

    P4P4P4P4    
    
    
    

公的年金制度公的年金制度公的年金制度公的年金制度はこのはこのはこのはこの
先先先先もももも本当本当本当本当にににに大丈夫大丈夫大丈夫大丈夫なななな
のかのかのかのか？ ？ ？ ？     
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雇用情勢雇用情勢雇用情勢雇用情勢のののの悪化悪化悪化悪化とととと助成金制度助成金制度助成金制度助成金制度     
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プラスプラスプラスプラス改定改定改定改定となったとなったとなったとなった介護報酬介護報酬介護報酬介護報酬とととと問題点問題点問題点問題点    

◆◆◆◆初初初初ののののプラスプラスプラスプラス改定改定改定改定にににに 

介護サービス事業者に支払われる「介

護報酬」について、2009年４月実施の改

定率は「3.0％」となることが決定されて

います。2000年の介護保険制度創設以

来、改定の度に引き下げられてきた介護

報酬ですが、今回、初めてのプラス改定

となりました。 

離職率が高く人材確保が困難な現状を

改善し、質の高いサービスを安定的に提

供できるよう、介護従事者の処遇改善を

進めるとともに、事業所の経営の安定化



を図るための改定ですが、問題点も

指摘されています。 

 

◆◆◆◆介護報酬介護報酬介護報酬介護報酬とととと改定内容改定内容改定内容改定内容    

 「介護報酬」とは、介護サービスを

提供した事業所や施設が、そのサービ

スの対価として、保険者である市町村

から受ける支払いです。介護報酬の額

は、サービスの種類ごとに決められて

いる単位数に、地域別の報酬単価を掛

けて算出されます。サービス利用者の

負担は介護報酬の「１割」で、残りの

「９割」は介護給付費として介護保険

から支払われます。                

 今回の改定では、基本の報酬部分は

ほとんど上げず、様々な加算部分の見

直しを行って、新たに40を超える加算

を設けました。職員のキャリアに着目

し、介護福祉士や常勤職員の配置割合

や勤続年数により報酬に差が出るしく

みを採用したことは注目されます。 

 その他、医療連携・認知症ケアの充

実などに関する加算、地域差を調整す

るための加算が増えています。 

◆◆◆◆今回今回今回今回のののの改定改定改定改定のののの問題点問題点問題点問題点                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                    

今回の改定は加算が中心の改定のため、

加算部分が算定できるところとできない

ところで、事業所の差別化・選別化が進

むおそれがあると言われています。ま

た、加算の算定には記録の整備等が必要

となるため、事務負担が増え、現場の困

難が拡大することも考えられます。 

 さらに、今改定には利用者側の視点は

まったくありません。介護報酬が上がれ

ば、当然、その１割を負担する利用者の

負担は大きくなりますが、利用料負担の

軽減は行われませんでした。負担分が支

払えないために、サービスの利用を制限

せざるを得なくなるケースが今以上に増

えるかもしれません。              

 介護サービスに対する家庭の負担を少

しでも抑えるためには、「高額介護サー

ビス費」（同じ月に利用したサービスの

利用者負担の世帯合計が上限額を超えた

分について後から支給する）や「高額医

療・高額介護合算制度」（医療・介護に

かかった費用の合算額で年限度額を超え

た分について後から支給する）など、公

的制度をうまく利用するのが賢明だとい

えるでしょう。 
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国会審議中国会審議中国会審議中国会審議中のののの「「「「雇用保険法改正案雇用保険法改正案雇用保険法改正案雇用保険法改正案」」」」のののの内容内容内容内容    

◆◆◆◆介護報酬改定介護報酬改定介護報酬改定介護報酬改定のののの問題点問題点問題点問題点    

    

 今回の改定は加算が中心

の改定のため、加算部分が

算定できるところとできな

いところで、事業所の差別

化・選別化が進むおそれが

あると言われています。ま

た、加算の算定には記録の

整備等が必要となるため、

事務負担が増え、現場の困

難が拡大することも考えら

れます。 

 さらに、今改定には利用

者側の視点はまったくあり

ません。介護報酬が上がれ

ば、当然、その１割を負担

する利用者の負担は大きく

なりますが、利用料負担の

軽減は行われませんでし

た。負担分が支払えないた

めに、サービスの利用を制

限せざるを得なくなるケー

スが今以上に増えるかもし

れません。             

 介護サービスに対する家

庭の負担を少しでも抑える

ためには、「高額介護サー

ビス費」（同じ月に利用し

たサービスの利用者負担の

世帯合計が上限額を超えた

分について後から支給す

る）や「高額医療・高額介

護合算制度」（医療・介護

にかかった費用の合算額で

年限度額を超えた分につい

て後から支給する）など、

公的制度をうまく利用する

のが賢明だといえるでしょ

う。 

４月号（第13号） 

◆◆◆◆国会国会国会国会でででで改正案改正案改正案改正案をををを審議審議審議審議    

現在、「雇用保険の適用拡大」「失業

給付の拡充」「雇用保険率の引下げ」な

どが柱である雇用保険法改正案が通常国

会に提出され、審議が進められていま

す。ここでは、その改正内容を簡単にご

紹介します。 

 

◆◆◆◆改正案改正案改正案改正案のののの目玉目玉目玉目玉    

改正案の目玉の１つは、「雇用保険の

適用拡大」です。受給資格要件を緩和

し、現行の「雇用見込み１年以上」から

「雇用見込み６カ月以上」に短縮すると

しています。厚生労働省では、この短縮

が行われた場合、新たに約148万人の労働

者が雇用保険の適用対象となると見込ん

でいます。しかし、それでもパート労働

者など約858万人は対象にはならないと言

われており、問題視されています。 

また、「失業給付の拡充」も大きな事

項です。解雇や労働契約が更新されな

かったことによる離職者について、年齢

や地域を踏まえたうえで、特に再就職が

困難な場合には、給付日数が60日分延長

されることになります。 
 

 

◆◆◆◆そのそのそのその他他他他のののの改正内容改正内容改正内容改正内容    

その他、「雇用保険率の引下げ」

（平成21年度に限り0.4％引下げ）、育

児休業給付の見直し（休業中と復帰後

の給付を統合して休業期間中に全額支

給）、再就職手当の支給要件緩和・給

付率の引上げ（30％から40％または

50％に）なども盛り込まれており、成

立すると企業にも影響を与えます。 

 

◆◆◆◆施行日施行日施行日施行日をめぐるをめぐるをめぐるをめぐる問題問題問題問題    

当初、この改正案が成立した場合の

施行日は、一部を除き「４月１日」と

予定されていました。しかし、野党側

は、年間の離職者の約１割が「３月31

日」に集中しているというデータを持

ち出して、施行日を「４月１日」より

前にすべきだと主張しています。 

雇用情勢の悪化を受けて、「年度末

の失職者を含んだ適用」を見据え、与

党側もこの主張に応じる構えを見せて

いると言われており、今後、野党側と

の修正協議が行われる見込みとなって

います。  
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「「「「有期労働契約有期労働契約有期労働契約有期労働契約」」」」ののののルールルールルールルールをををを根本根本根本根本からからからから見直見直見直見直しへしへしへしへ    

４月号（第13号） 

◆◆◆◆厚生労働省厚生労働省厚生労働省厚生労働省がががが研究会研究会研究会研究会をををを立上立上立上立上げげげげ 

近年、正社員と非正社員との賃金格差

（対応した「改正パートタイム労働法」

が2008年４月に施行済み）、景気悪化を

背景とした期間工の雇止め、そしていわ

ゆる「派遣切り」による失業者の増大な

ど、「非正規雇用」や「有期労働契約」

に関する事項が大きくクローズアップさ

れています。今年３月末までに期間従業

員約23,000人が職を失うとも報道されて

います。 

有期契約労働者とは、「臨時雇い」

（１カ月以上１年以内の雇用契約）と

「日雇い」（日々または１カ月未満の雇

用契約）の総称だと言われていますが、

厚生労働省では、「有期労働契約」に関

する法規制の在り方を根本から見直す方

針を打ち出し、新たな有期労働契約の

ルール作りを目指すため、学識経験者・

専門家（大学教授）で構成される「今後

の有期労働契約の在り方に関する研究

会」を立ち上げました。 

先日（2009年２月23日）、研究会の第

1回会合が開催されましたが、今後、労

働基準法や労働契約法の改正なども見据

えているようであり、議論が深められて

いきそうです。 
 

◆◆◆◆非正規雇用社員非正規雇用社員非正規雇用社員非正規雇用社員・・・・有期労働契約有期労働契約有期労働契約有期労働契約のののの問題問題問題問題    

    点点点点    

これは2007年時点のデータですが、正

規雇用社員の数は約3,441万人、非正規雇

用社員の数は約1,732人となっており、

1985年時点と比較すると、正規雇用社員

は約98万人、非正規雇用社員は約1,077

万人増加しており、以前と比べ非正規雇

用社員の割合がだいぶ高くなってきてい

ます。非正規雇用社員の内訳は、パート

社員が822万人、契約社員・嘱託社員等

が435万人、アルバイトが342万人、派遣

社員が133万人です。 

このような状況において、上記の研究

会では、有期労働契約に関して、（１）

契約期間の上限制限（現行は原則３年、

特例５年）、（２）有期労働契約の範囲

と職種ごとの期間制限、（３）契約締結

時の労働条件の明示、（４）通常の労働

者との処遇の均衡、（５）契約の更新と

雇止めなどに論点を絞り、いかなる法規

制が必要なのか、または必要でないのか

といった方向性を検討していくようで

す。 
 

◆◆◆◆今後今後今後今後のののの動動動動きききき－－－－法改正法改正法改正法改正はあるかはあるかはあるかはあるか？？？？    

研究会は、2009年度の早い時期に有期

労働契約者の就業に関する実態調査を

行ったうえで、有期労働契約に関する論

点を整理し、2010年の夏ごろまでに報告

書をまとめ、法律（労働基準法や労働契

約法など）の改正を行っていきたい考え

のようです。新聞紙上では、「雇止めの

制限」「契約更新回数の制限」「最長３

年間の契約期間の見直し」などが行われ

るのではないかと報道されています。 

将来的には、有期労働契約に関する

ルールが大きく変わっていき、企業の人

事労務管理に大きな影響を与えるように

なるのかもしれません。  

希望退職制度希望退職制度希望退職制度希望退職制度をををを実施実施実施実施するするするする場合場合場合場合のののの注意点注意点注意点注意点    

◆◆◆◆希望退職制度希望退職制度希望退職制度希望退職制度のののの実施企業数実施企業数実施企業数実施企業数はははは？？？？    

新聞報道によれば、不況が本格化した

昨年の９月以降、正社員の希望退職制度

を実施した上場企業は、全国で約120社

に及んでおり、希望退職の募集人員は約

２万人（このうち約5,200人が応募し、退

職が決定している）に上っているそうで

す。 

上場企業だけでこの数字なのですか

ら、中小企業も合わせるとこの数はさら

に増え、多くの企業が不況に苦しみ、人

員削減に踏み切らざるを得ない状況であ

ることがわかります。 

◆◆◆◆希望退職制度希望退職制度希望退職制度希望退職制度とはとはとはとは？？？？ 

希望退職制度は、退職金を増額するこ

となどを条件として、あくまでも企業側

と従業員側との「合意」に基づいて実施

される制度です。従来、解雇回避のため

の、あるいは解雇等に先んじて行われる

べき人員削減策として用いられてきまし

た。    

希望退職者の募集は、特定の労働者に

対して行われるのものではなく、会社全

体もしくは少なくとも事業場単位で行わ

れるものとされています。一般に、希望

退職者の募集は労働契約解約のための申



込みの意見表示ではありません。    

そして、労働者が応募することによ

り、解約の申込みの意思表示をしたこと

になります。そして、会社がこれに対し

て承諾の意思表示を行えば労働契約は終

了します。    

 

◆◆◆◆制度制度制度制度をををを実施実施実施実施するするするする場合場合場合場合のののの手順手順手順手順    

企業の状況により異なる場合もありま

すが、希望退職制度を実施する際の一般

的な手順は、次の通りです。 

（１）募集対象・募集人員・募集期間な 

   どの検討・設定 

（２）退職条件・退職予定日などの検 

   討・設定 

（３）労働組合や従業員代表との協議 

（４）従業員への説明会の開催 

（５）希望退職募集の案内（１次・２次・ 

   ３次…） 

（６）応募受付、募集の締切り 

（７）合意書の作成など 
 

◆◆◆◆トラブルトラブルトラブルトラブル発生発生発生発生のののの回避回避回避回避がががが重要重要重要重要    

希望退職制度を実施する際には、労働者

との間にトラブルが発生しないような配慮

が必要です。特に、従業員の退職合意の任

意性を損なわないように十分注意する必要

があり、退職に応じるように個別の従業員

を執拗に説得するなどの行為は、後々のト

ラブルに繋がる可能性があります。 

Page 4 ４月号（第13号） 

４４４４月月月月からからからから発送発送発送発送がががが開始開始開始開始されるされるされるされる「「「「ねんきんねんきんねんきんねんきん定期便定期便定期便定期便」」」」    

◆◆◆◆「「「「特別便特別便特別便特別便」」」」のののの成果成果成果成果はいかにはいかにはいかにはいかに？？？？    

社会保険庁は、2007年の年末から2008

年の秋にかけて、すべての年金受給者と

加入者（約１億900万人）に対して、

「ねんきん特別便」の発送を行いまし

た。しかし、思ったほどの効果は上がっ

ていないようです。 

この「特別便」への回答率は、昨年12

月末時点で63％にとどまっており（その

うち約14％に当たる991万人が自分の記

録に「漏れ」や「間違い」があると回答

しています）、当初の予想よりもだいぶ

低い結果となっています。 
 

◆◆◆◆「「「「ねんきんねんきんねんきんねんきん定期便定期便定期便定期便」」」」とはとはとはとは？？？？    

今年の４月からは、年金加入者（国民

年金・厚生年金の被保険者。約7,000万

人）に対し、「ねんきん定期便」の送付

が始まります。社会保険庁は、これによ

り年金記録の「再点検」を求めるとして

います。なお、送付の周期は「毎年誕生

月に送付」となっています。 

この「定期便」では、「特別便」とは

異なり、記録の改ざんなども見抜けるよ

うな工夫がなされるようです。自分の年

金加入記録（履歴）に加え、（１）標

準報酬月額、（２）将来の年金見込額、

（３）保険料の納付実績も記載されるこ

ととなっています。 

    

◆◆◆◆「「「「定期便定期便定期便定期便」」」」にににに封入封入封入封入されるされるされるされる予定予定予定予定のもののもののもののもの    

この「定期便」には、基本的には以下

のものが封入されることになっていま

す。 

（１）定期便の本体 

（２）説明書（冊子） 

（３）回答票 

（４）返信用封筒 

なお、自分の年金記録漏れに気付いて

いない加入者については、記録漏れを申

し出るためのヒントとして、記録が漏れ

ている期間を示す書類（「あなた様の年

金加入記録に結び付く可能性のある記録

のお知らせ」）が同封されることになっ

ています。 

この「ねんきん定期便」の詳細やひな

形等に関しては、社会保険庁のホーム

ペ ー ジ（http://www.sia.go.jp/topics/2006/

n1124.html）でご覧いただくことができ

ます。  

公的年金制度公的年金制度公的年金制度公的年金制度はこのはこのはこのはこの先先先先もももも本当本当本当本当にににに大丈夫大丈夫大丈夫大丈夫なのかなのかなのかなのか？？？？     

◆◆◆◆２２２２年連続年連続年連続年連続ででででマイナスマイナスマイナスマイナス運用運用運用運用    

公的年金の積立金の市場運用利回り

が、２年連続でマイナスになる見通しだ

そうです。2007年度に５年ぶりのマイナ

スに転じて５兆8,000億円余りの損失を出

した運用利回りですが、国内外の株価低

迷を受け、2008年度における損失額は

10兆円に達する可能性もあるとされてい

ます。 

現行の公的年金制度は、向こう約100

年にわたり平均4.1％の利回りを確保でき

ることを前提としています。この前提の

◆◆◆◆「「「「ねんきんねんきんねんきんねんきん定期便定期便定期便定期便」」」」とととと    

    はははは？？？？    

    

今年の４月からは、年金

加入者（国民年金・厚生年

金の被保険者。約7,000万

人）に対し、「ねんきん定

期便」の送付が始まりま

す。社会保険庁は、これに

より年金記録の「再点検」

を求めるとしています。な

お、送付の周期は「毎年誕

生月に送付」となっていま

す。 

こ の「定 期 便」で は、

「特別便」とは異なり、記

録の改ざんなども見抜ける

ような工夫がなされるよう

です。自分の年金金加入記

録（履歴）に加え、（１）

標準報酬月額、（２）将来

の年金見込額、（３）保険

料の納付実績も記載される

こととなっています。 



    おおおお問合問合問合問合せせせせ無料無料無料無料    
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横浜市磯子区滝頭３－７－２１－１０１ 

TEL／FAX ０４５（７５３）０６３２ 

E-mail: sr-samejima@ab.auone-net.jp 

企業の安定・発展のパートナー 
～経営者様と従業員様の「Win＆Happy」のために～ 

 

   社会保険労務士  鮫 島 忠 司 

さめじまさめじまさめじまさめじま社会保険労務士事務所社会保険労務士事務所社会保険労務士事務所社会保険労務士事務所    

４４４４月月月月のののの税務税務税務税務とととと労務労務労務労務のののの手続手続手続手続［［［［提出先提出先提出先提出先・・・・納付先納付先納付先納付先］］］］    

                      【事務所より一言】 

 
    すっかり春めいてまいりましたが、皆様におかれましてはお忙しくご活躍のことと存じます。 

    何かと暗い話題が多い昨今ですが、「WBCの連覇」と「お花見」を楽しみに・・・！（忠） 

    営業日 月曜日～金曜日（祝祭日除く） 

営業時間 午前９時～午後６時 

 

 

10101010日日日日    
○源泉徴収税額・住民税特別徴収税額の納付［郵便局または銀行］ 

○雇用保険被保険者資格取得届の提出＜前月以降に採用した労働者がいる場合＞ 

 ［公共職業安定所］ 

○労働保険一括有期事業開始届の提出＜前月以降に一括有期事業を開始している場合＞ 

 ［労働基準監督署］ 

15151515日日日日    
○給与支払報告に係る給与所得者異動届の提出＜4月1日現在＞［市区町村］ 

30303030日日日日    
○公益法人等の道府県民税・市町村民税均等割申告・納付［都道府県・市区町村］ 

○固定資産税＜都市計画税＞の納付＜第1期分＞［郵便局または銀行］ 

○軽自動車税の納付［市区町村］ 

○預金管理状況報告の提出［労働基準監督署］ 

○労働者死傷病報告の提出＜休業４日未満、１月～３月分＞［労働基準監督署］ 

○健保・厚年保険料の納付［郵便局または銀行］ 

○日雇健保印紙保険料受払報告書の提出［社会保険事務所］ 

○労働保険印紙保険料納付・納付計器使用状況報告書の提出［公共職業安定所］ 

                                good partnergood partnergood partnergood partner    

ハードルの高さが鮮明となった

ことにより、年金制度の危うさが

露呈しています。  

 
◆◆◆◆財政検証財政検証財政検証財政検証によるによるによるによる年金制度年金制度年金制度年金制度のののの見通見通見通見通    

    しししし 

現在、高齢者が受け取ることの

できる年金の財源は主に３つあり

ます。１つ目が「現役世代の支払

う保険料」、２つ目が「国庫負

担」、３つ目が「運用しつつ徐々

に取り崩す積立金」です。 

安定的に年金を受給できるかど

うかのカギを握るのは、制度の支

え手である現役層の厚さを決める

「出生率」と、積立金の運用を左

右する「経済情勢」です。近年、

出生率が下がり続けており、ま

た、経済情勢も悪化しているた

め、年金制度への不安がかなり高

まっています。    

厚生労働省は、５年ごとに行っ

ている公的年金の財政検証をこの

たび実施しました。これによれ

ば、「所得代替率」（現役世代の

平均手取り収入に対して厚生年金

のモデル世帯の標準的な年金受取

額が何％になるかを示す比率）

は、将来も50％を維持できると試

算されています。この数字だけを

みると、非常に良い数値だといえ

ます。 

 

しかし、実際には、16兆2,000億

円あった累積収益は、積立金の市

場運用を始めた2001年度から2006

年度末までに約９割減り、昨年末

時点で1兆7,000億円弱にまで減っ

ています。年金の主な給付財源の

１つである積立金が減っているに

もかかわらず、試算上は「50％給

付」を維持できることとなるの

は、経済が安定的な成長軌道に戻

る、年金制度の担い手が増えるな

どといった甘い見通しで計算を

行っているからだと言わざるを得

ません。 

              

◆◆◆◆「「「「100100100100年安心年安心年安心年安心」」」」のののの年金制度実現年金制度実現年金制度実現年金制度実現へへへへ    

何何何何がががが求求求求められるかめられるかめられるかめられるか    

今回行われた公的年金の財政検

証では、今後の約100年を見通して

政府が公約する給付水準の下限の

50%を何とか確保できると結論付

けましたが、50%維持へのつじつ

ま合わせの跡もうかがえます。 

「100年安心」をうたう年金制度

ですが、「100年安心」の年金制度

を実現するためには、制度改革の

議論とともに、安定給付のカギを

握る経済成長と少子化対策への戦

略が必要です。年金制度の安定に

は、「経済情勢回復」と「出生率

向上」の両輪が欠かせないといえ

ます。 


